
中堅看護職員のための施設間研修 実施要領 

 

１ 事業目的 

医療施設及び介護施設等で働く中堅看護職員が、自施設では経験しにくい看護分野に関し、   

他施設で短期間の研修を行う看護職員人材交流事業を通じ、その分野の医療の現状について理

解を深め、施設間・サービス提供者間の連携を促進し、看護知識・技術の獲得やブラッシュア

ップでモチベーションを向上させる。 

２ 研修対象 

   病院・診療所・介護施設・訪問看護ステーションで勤務する実務経験 3年以上の中堅看護 

職員（協会員） 

３ 事業内容 

救急看護、がん化学療法看護、糖尿病看護、感染管理、認知症看護等の専門看護・認定看

護分野や地域包括ケア推進のための退院支援・訪問看護等を中心にOJTによる現場研修を 2

～5日の期間で実施する。 

1) 看護協会は、事業内容について会員施設及び看護職員に周知する。 

2) 参加施設は、他施設からの看護職員の研修を受け入れる施設と、自施設の看護職員を他施

設に送り出す施設の 2種類とし、参加施設間で、受け入れの可否確認や日程調整、費用（材

料費等の実費負担）等の連絡を 9月 30日までに行うこととする。参加申込書（様式 1）を提

出する。 

3) 研修内容等については、参加施設間で十分に情報交換し調整する。 

4) 研修期間は 2～5日間を基準とするが、双方の施設の実情に応じた弾力的な実施も可能と

する。 

5) 研修参加者は、研修最終日もしくは研修終了後 3日以内を目途に、参加者レポート（様

式 2）を研修受け入れ施設の看護管理者に提出する。 

6) 参加施設の看護管理者は、研修実施期間終了後、参加施設報告書（様式 3）を看護協会へ

提出する。なお、研修受け入れ施設は参加者レポート（様式 2）にコメントを記載後送り出

し施設へ返信し、送り出し施設はコメントを記載し看護協会へ提出する。 

7) 看護協会は、参加施設の研修参加者、看護管理者等による成果報告会を開催する。 

４ 実施期間 

 8月 1日～12月 31日 

５ 研修受け入れ可能施設 

  研修受け入れ可能施設一覧を 6月中旬頃に本会ホームページで周知する。 

６ 経費等 

当該研修は看護職員人材交流事業であることから、報償費等は不要とする。ただし、材料費

等に係る経費については実費負担とする。 

７ 留意事項 

1) 研修中の身分保障のため、研修参加者については出張扱いを勧める。 

2) 研修中に医療事故・トラブルがあった場合には、研修受け入れ施設の規定に従い報告をす

るとともに、送り出し施設にも報告する。研修参加者は、看護職員賠償責任保険への加入

を推奨する。 

3) 研修参加者は、研修受け入れ施設の取り組みの現状について敬意をもって受け止め、自施

設勤務と同様に医療安全の確保、患者・家族のプライバシー等の守秘義務を厳守する。 

4) 研修参加者及び参加施設は、事前に感染対策について相談し、感染予防に努める。 

5) 研修参加者は、それぞれの施設にとってかけがえのない人材であり、いわゆる「引き抜

き」に当たる誘い等は厳禁とする。 

 

附 則 この実施要領は令和 7年 4月 1日から施行する。 
 


